
  

認定第１１号 

令和３年度横手市水道事業会計決算の認定について 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和３年度横手市水道事業会計決算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認

定に付する。 

 

令和４年８月２９日提出 

横手市長 髙 橋   大 
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令 和 ３ 年 度 横 手 市　

（１）収益的収入及び支出

収   入

第１款

 第１項 営 業 収 益

 第２項 営 業外 収 益

 第３項 特 別 利 益

支   出

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額

地方公営企業法
第 条 第 項
の 規 定 に よ る
支 出 額

小   計

円 円 円 円 円 円

△ 8,257,000

 第１項 営 業 費 用 △ 3,009,000 △ 14,492,000

 第２項 営 業外 費 用 △ 5,248,000

 第３項 特 別 損 失

 第４項 予 備 費

当  初  予  算  額

                                          予　　　　　　　　　　　　　算

                                          予　　　　　　　　　　　　　算

補  正  予  算  額
地 方 公 営 企 業 法 第 条
第 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

円

第１款  水道事業費用

区    分

水道事業収益

区    分

水道事業費用

円 円

令 和 ３ 年 度 横 手 市　 　水 道 事 業 決 算 報 告 書

円 円

△ 648

地方公営企業法
第 条 第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額

合   計

円 円 円 円 円

(うち、仮払消費税及び地方消費税

45,817,386円)

消費税及び地方消費税納税額 70,964,800円

(うち、仮払消費税及び地方消費税

45,786,112円)

(うち、仮払消費税及び地方消費税

29,825円)

消費税及び地方消費税納税額 70,964,800円

(うち、仮払消費税及び地方消費税

1,449円)

（うち、仮受消費税及び地方消費税
252,032円）

決　算　額

決　算　額

　　　　　　額

不　用　額

備 　　　 考

（うち、仮受消費税及び地方消費税
163,820,712円）

（うち、仮受消費税及び地方消費税
163,568,680円）

備  　　　考

地方公営企業法
第 条 第 項
の 規 定に よる
繰 越 額

予算額に比べ
決算額の増減

　　　　　　額

合       計

円
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令 和 ３ 年 度 横 手 市　

（１）収益的収入及び支出
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地 方 公 営 企 業 法 第 条
第 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

円

第１款  水道事業費用

区    分

水道事業収益

区    分

水道事業費用

円 円

令 和 ３ 年 度 横 手 市　 　水 道 事 業 決 算 報 告 書

円 円

△ 648

地方公営企業法
第 条 第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額

合   計

円 円 円 円 円

(うち、仮払消費税及び地方消費税

45,817,386円)

消費税及び地方消費税納税額 70,964,800円
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45,786,112円)
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29,825円)
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(うち、仮払消費税及び地方消費税

1,449円)

（うち、仮受消費税及び地方消費税
252,032円）

決　算　額

決　算　額

　　　　　　額

不　用　額

備 　　　 考

（うち、仮受消費税及び地方消費税
163,820,712円）

（うち、仮受消費税及び地方消費税
163,568,680円）

備  　　　考

地方公営企業法
第 条 第 項
の 規 定に よる
繰 越 額

予算額に比べ
決算額の増減

　　　　　　額

合       計

円
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（２）資本的収入及び支出

収   入

第１款

 第１項 企 業 債

 第２項 出 資 金

 第３項 国 庫 補 助 金

 第４項 補 償 金

支   出

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額 小   計
地方公営企業法
第 条の規定に
よ る 繰 越 額

円 円 円 円 円 円

△ 26,054,000

 第１項 建 設 改 良 費 △ 24,384,000

 第２項 企 業 債 償 還 金 △ 1,670,000

 第３項 予 備 費

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 994,584,230円は、過年度分損益勘定留保資金 873,118,430円、当年度分消費税及び地方

(注)たな卸資産購入限度額の執行額は 17,316,783円で、これに伴う仮払消費税は 1,574,253円である。

△ 545,000

資 本 的 支 出

区    分

第１款

                                          予　　　　　　　　　　　　　算

区    分

円

資 本 的 収 入

当  初  予  算  額

円

                                          予　　　　　　　　　　　　　算

小   計補  正  予  算  額

円

　　　　　　額

地方公営企業
法第 条の規
定による繰越
額に係る財源
充 当 額

継続 費逓 次繰
越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

合   計

円 円 円

　　　　　　額

継 続 費 逓
次 繰 越 額

合  計

地方公営企
業法第 条
の規定によ
る 繰 越 額

継続費逓
次繰越額

合  計

円 円 円 円 円 円 円

消費税資本的収支調整額 46,820,028円及び減債積立金 74,645,772円で補てんした。

決  算  額

（うち、仮払消費税及び地方消費税
60,121,867円）

（うち、仮払消費税及び地方消費税
60,121,867円）

備   考不 用 額

翌 年 度 繰 越 額

△ 226,700,000

△ 224,850,355

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備   考決  算  額

円 円
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（２）資本的収入及び支出

収   入

第１款

 第１項 企 業 債

 第２項 出 資 金
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地方公営企業法
第 条の規定に
よ る 繰 越 額

円 円 円 円 円 円

△ 26,054,000

 第１項 建 設 改 良 費 △ 24,384,000

 第２項 企 業 債 償 還 金 △ 1,670,000

 第３項 予 備 費

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 994,584,230円は、過年度分損益勘定留保資金 873,118,430円、当年度分消費税及び地方
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△ 545,000
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円
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継続 費逓 次繰
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財 源 充 当 額
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継続費逓
次繰越額
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消費税資本的収支調整額 46,820,028円及び減債積立金 74,645,772円で補てんした。

決  算  額

（うち、仮払消費税及び地方消費税
60,121,867円）

（うち、仮払消費税及び地方消費税
60,121,867円）

備   考不 用 額

翌 年 度 繰 越 額

△ 226,700,000

△ 224,850,355

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備   考決  算  額

円 円
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円 円 円

１ 営業収益

（１）給水収益

（２）受託工事収益

（３）その他営業収益

２ 営業費用

（１）原水及び浄水費

（２）配水及び給水費

（３）受託工事費

（４）総係費

（５）減価償却費

（６）資産減耗費

（７）その他営業費用

営業利益

３ 営業外収益

（１）受取利息及び配当金

（２）他会計補助金

（３）長期前受金戻入

（４）雑収益

４ 営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費

（２）雑支出

経常利益

５ 特別利益

（１）その他特別利益

６ 特別損失

（１）過年度損益修正損 △ 14,138

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

令和３年度横手市水道事業損益計算書

(令和3年4月1日から令和4年3月31日まで)
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円 円 円
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１　固　定　資　産 円 円 円 円

（１） 有形固定資産

イ 土　　　　　地

ロ 立　　　　　木

ハ 建　　　　　物

減価償却累計額 △ 1,107,367,575

ニ 構　　築　　物

減価償却累計額 △ 11,377,595,357

ホ 機械及び装置

減価償却累計額 △ 4,206,803,115

へ 車 両 運 搬 具

減価償却累計額 △ 13,856,709

ト 工具器具及び備品

減価償却累計額 △ 332,686,270

チ 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

（２） 無形固定資産

イ ダム使用権

ロ 電話加入権

ハ 水　利　権

ニ 施設利用権

ホ ソフトウェア

無形固定資産合計

（３） 投資その他の資産

イ 破産更生債権等

貸倒引当金 △ 13,345

投資その他の資産合計

固定資産合計

２　流　動　資　産

（１） 現 金 預 金

（２） 未　収　金

　貸倒引当金 △ 398,652

（３） 貯　蔵　品

（４） 前　払　金

流動資産合計

        資資　　産産　　合合　　計計

令和３年度横手市水道事業貸借対照表

（令和4年3月31日）

資資　　産産　　のの　　部部
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３　固　定　負　債 円 円 円

（１） 企　業　債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

４　流　動　負　債

（１） 企　業　債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

企業債合計

（２） 未　払　金

（３） 引　当　金

イ 賞与引当金

ロ 法定福利費引当金

引当金合計

（４） その他流動負債

流動負債合計

５　繰　延　収　益

長期前受金

長期前受金収益化累計額 △ 4,414,948,431

繰延収益合計

        負負　　債債　　合合　　計計

６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

（１） 資本剰余金

イ 受贈財産評価額

ロ 国庫補助金

ハ 寄　附　金

ニ 工事負担金

ホ 保険差益

へ その他資本剰余金

資本剰余金合計

（２） 利益剰余金

イ 利益積立金

ロ 建設改良積立金

ハ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰　余　金　合計

        資資　　本本　　合合　　計計

        負負  債債  資資  本本  合合  計計

資資　　本本　　のの　　部部

負負　　債債　　のの　　部部
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令和３年度横手市水道事業報告書

１．概 況

（１）総 括 事 項

イ．給 水 状 況

当年度末における給水件数は 件、給水人口については 人であり、前年度

末と比較してそれぞれ 件の増、 人の減となり、行政区域内における普及率は ％

と ポイントの増となった。

また、当年度の年間配水量は ㎥（前年度比較 ㎥増）、有収水量につ

いては ㎥（前年度比較 ㎥増）となっている。この結果、有収率につい

ては ％となっており、前年度と比較して ポイントの増となった。

今後も有収率が低い地域を重点的に調査し漏水対策を講じ、計画的な老朽管更新を着実

に進めるとともに、耐震化の推進など災害対応力を高め、より有収率の向上に努めていく

こととしている。

ロ．建設事業の状況

当年度の建設改良事業としては、市内各地の安定給水を図るために老朽設備の更新、配

水管の新設及び布設替工事を ｍ実施し、その事業費として 円を投資

した。

老朽管更新事業では横手、平鹿、大雄地域の配水管布設替工事を、水道管路緊急改善事

業では横手地域の配水管布設替工事を実施し、給水の安定化を図った。

未普及地域の解消では、雄物川桑ノ木地区において翌年度以降工事の実施設計を行った。

このほか、山内黒沢地区への安定給水に向けた取組みとして隣接する岩手県西和賀町の

水道施設を共同利用するために両団体間で協議を行った。

ハ．経 営 状 況

当年度の収益的収支は、総収益が 円（前年度比較 円減）、総

費用は 円（前年度比較 円減）となり、当年度純利益は

円（前年度比較 円減）となった。

主な要因として、他会計補助金が普通交付税の合併算定替終了により基準内繰入が減少

（前年度比較 円減）したものの、給水収益が前年度のコロナ禍の影響による

減収から若干回復したこと（前年度比較 円増）、費用においては、減価償却費

（前年度比較 円増）や薬品費（前年度比較 円増）、また、特に下半

期にかけて物価上昇等の影響により動力費が増（前年度比較 円増）となった

ものの、支払利息（前年度比較 円減）、委託料（前年度比較 円減）、

資産減耗費（前年度比較 円減）などが減額となったことにより、費用全体で

円の減額となった。

以上により給水原価は 円 銭と前年度比較で 円 銭の減、供給単価は 円

銭と前年度と比較して 銭の減となった。

建設工事の実施にあたっては、企業債 円を借入れし、資金の融通を図った。
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令和３年度横手市水道事業報告書

１．概 況

（１）総 括 事 項

イ．給 水 状 況

当年度末における給水件数は 件、給水人口については 人であり、前年度

末と比較してそれぞれ 件の増、 人の減となり、行政区域内における普及率は ％

と ポイントの増となった。

また、当年度の年間配水量は ㎥（前年度比較 ㎥増）、有収水量につ

いては ㎥（前年度比較 ㎥増）となっている。この結果、有収率につい

ては ％となっており、前年度と比較して ポイントの増となった。

今後も有収率が低い地域を重点的に調査し漏水対策を講じ、計画的な老朽管更新を着実

に進めるとともに、耐震化の推進など災害対応力を高め、より有収率の向上に努めていく

こととしている。

ロ．建設事業の状況

当年度の建設改良事業としては、市内各地の安定給水を図るために老朽設備の更新、配

水管の新設及び布設替工事を ｍ実施し、その事業費として 円を投資

した。

老朽管更新事業では横手、平鹿、大雄地域の配水管布設替工事を、水道管路緊急改善事

業では横手地域の配水管布設替工事を実施し、給水の安定化を図った。

未普及地域の解消では、雄物川桑ノ木地区において翌年度以降工事の実施設計を行った。

このほか、山内黒沢地区への安定給水に向けた取組みとして隣接する岩手県西和賀町の

水道施設を共同利用するために両団体間で協議を行った。

ハ．経 営 状 況

当年度の収益的収支は、総収益が 円（前年度比較 円減）、総

費用は 円（前年度比較 円減）となり、当年度純利益は

円（前年度比較 円減）となった。

主な要因として、他会計補助金が普通交付税の合併算定替終了により基準内繰入が減少

（前年度比較 円減）したものの、給水収益が前年度のコロナ禍の影響による

減収から若干回復したこと（前年度比較 円増）、費用においては、減価償却費

（前年度比較 円増）や薬品費（前年度比較 円増）、また、特に下半

期にかけて物価上昇等の影響により動力費が増（前年度比較 円増）となった

ものの、支払利息（前年度比較 円減）、委託料（前年度比較 円減）、

資産減耗費（前年度比較 円減）などが減額となったことにより、費用全体で

円の減額となった。

以上により給水原価は 円 銭と前年度比較で 円 銭の減、供給単価は 円

銭と前年度と比較して 銭の減となった。

建設工事の実施にあたっては、企業債 円を借入れし、資金の融通を図った。

（２）経営指標に関する事項

＜経営指標の推移＞

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

横 手 市

類似団体
(規模別) (注)

類似団体
(有収水量密度別) (注)

横 手 市

類似団体
(規模別) (注)

類似団体
(有収水量密度別) (注)

横 手 市

類似団体
(規模別) (注)

類似団体
(有収水量密度別) (注)

横 手 市

類似団体
(規模別) (注)

(注)類似団体の令和３年度数値は、公表されていないため記載していない。

経経常常収収支支比比率率

経常収益÷経常費用

料料金金回回収収率率

供給単価÷給水原価

有有形形固固定定資資産産
減減価価償償却却率率

有形固定資産償却累計
額÷(有形固定資産原
価－非償却資産原価)

管管路路経経年年化化率率

40年超管路延長÷
全管路延長

令和３年度における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、

％となり、健全経営の水準とされる ％は上回ったものの、他会計補助金の減少

をはじめとした総収益の減少額が総費用の減少額を上回ったため前年度の ％から

ポイント減となった。

また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前年度比 ポイント増の ％と

なっており事業に必要な費用を給水収益で賄えている状況とされる ％を下回った。

なお、料金回収率の分母である給水原価に下水道事業会計からの負担金収入がある使

用料徴収費等が含まれており、その金額を控除すると ％となる。

類似団体と比較すると経常収支比率、料金回収率ともに給水人口区分の規模別類似団

体平均及び有収水量密度が同程度の類似団体の平均を下回っている。

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度比

ポイント増の ％、法定耐用年数を超過した管路延長の割合を示す管路経年化率

は、前年度比 ポイント増の ％と施設の老朽化が進んでいる。

管路の更新にあたっては、大口径の基幹管路の更新を優先的に実施しており、かつ、

法定耐用年数である 年を大きく超えるといわれている管種により布設替するなど更新

サイクルの長期化に努めているところである。

類似団体との比較では、有形固定資産減価償却率及び管路経年化率は平均を下回って

いるため他団体の比較においては、比較的良好な状況といえるが、将来の更新需要に備

え、現在の経営状況を維持しつつ、引き続き計画的な施設更新を図る必要がある。
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（３）議会議決事項

提出年月日

議決等年月日

－

（４）行政官庁認可事項

申請年月日

許可年月日

（５）職員に関する事項

イ． 職員数
(単位：人）

比較増減

△ 1

△ 2

ロ．給与改定

申　請　先 件　　　　　　　　名

会計年度任用職員

計

厚生労働大臣 水道事業変更の認可について

主　　　　　事

総 括 業 務 員

令和２年度

認定第  １１号

報告第　３５号

議案第１０８号

件　　　　　　　　名議案番号

令和２年度横手市水道事業会計決算の認定について

令和２年度決算に基づく資金不足比率の報告について

令和３年度横手市水道事業会計補正予算（第１号）

令和３年度

副　　主　　幹

主　　　　　査

課　長　代　理

議案第　１５号
公の施設の利用に関する協議について
（西和賀町水道施設）

部　　　　　長

次　　　　　長

課　　　　　長

主　席　主　査

　　横手市一般職の給与制度改正に準じて、期末・勤勉手当年間支給月数の0.10月分引下げを実施
　した。

議案第　２７号

議案第　４１号

令和３年度横手市水道事業会計補正予算（第２号）

令和４年度横手市水道事業会計予算

副　　主　　査

主　　　　　任

年度

職名
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２．工　事
（１）建設工事の概況

工　　事　　名 当年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日 備　考

配水管布設工
PPφ50 L= 398.4 ｍ 24,223,100 R3.6.29 R4.2.10

給水管布設替工 うち消費税
PPφ20 N= 16 戸 2,202,100

仕切弁設置工
φ50×6基、φ30×1基、φ20×2基

排泥弁設置工
φ50×4基、φ30×1基

配水管布設工
DIP(GX)φ75 L= 335.7 ｍ 18,065,300 R3.9.7 R4.2.28
仕切弁φ75 N= 1 基 うち消費税
泥吐弁φ50 N= 1 基 1,642,300

配水管布設工
DIP(GX)φ75 L= 341.7 ｍ 20,755,900 R3.6.1 R3.10.18

既設管連絡工 うち消費税
DIP(GX)φ100 L= 25.8 ｍ 1,886,900

既設管下越し
VPφ100 3 箇所
仕切弁φ100 2 基
仕切弁φ75 2 基
泥吐弁φ50 2 基

小　　　　計 63,044,300

公共堰堤改良事業分 17,206,475
支払日3/25 うち消費税

1,564,225

特定多目的ダム法第7条第1項の規定に 84,708,000
基づく負担金　支払日　2/28 うち消費税

7,700,727

小　　　　計 101,914,475

φ13mm 88 個 143,730 R3.4.1 R4.3.31
φ20mm 170 個 397,965
φ25mm      6 個 18,530
φ30mm      3 個 26,490
φ40mm      4 個 39,040
φ50mm      1 個 46,400

小　　　　計 計 272 個 672,155
合　　　　計 165,630,930

（２）改良工事の概況
イ．施設改良

工　　事　　名 当年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日 備　考

エアコン交換
1 台 280,500 R3.7.20 R3.7.30

うち消費税
25,500

配水管布設工
DIP(GX)φ150 L= 391.5 ｍ 63,244,906 R3.6.29 R4.3.30

うち消費税
5,749,537

配水管布設工
HPPEφ100 L= 120.0 ｍ 7,858,400 R3.7.28 R3.10.18
仕切弁 N= 4 基 うち消費税

714,400

配水管布設工
DIP(GX)φ150 L= 251.5 ｍ 35,551,305 R3.8.24 R4.3.25

うち消費税
既設管接続工 3,231,937

①DIP(GX)φ100 L= 14.5 ｍ
②DIP(GX)φ100 L= 5.6 ｍ

既設管閉塞工φ150 L= 246.0 ｍ

大沢浄水場事務室エアコン交換工
事

横手安田地区配水管布設替工事

量水器取付工事

当年度施工内容

国道13号歩道改良工事に伴う配水
管布設工事（十文字工区）

成瀬ダム負担金

当年度施工内容

県道横手大森大内線道路改良工
事に伴う配水管布設工事

国道13号歩道改良工事に伴う配水
管布設工事（平鹿工区）

大松川ダム負担金

栄東部地区ほ場整備事業に伴う配
水管布設替工事

横手前郷二番町地区配水管布設
替工事
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工　　事　　名 当年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日 備　考当年度施工内容

配水管布設替工
HPPEφ75 L= 250.7 ｍ 12,664,300 R3.8.31 R3.11.30
PPφ50 L= 27.6 ｍ うち消費税
PPφ30 L= 2.6 ｍ 1,151,300

仕切弁設置工
φ75×1基、φ50×2基、φ30×1基

給水管切替工
PPφ20 N= 7 本

配水管布設工
DIP(GX)φ150 L= 36.0 ｍ 10,692,000 R3.9.17 R3.11.15

仮設管撤去工 うち消費税
ﾚﾝﾀﾙｽﾃﾝﾚｽ鋼管φ150 L= 65.6 ｍ 972,000

【静町工区】
DIPK形φ75 L= 6.7 ｍ 5,066,600 R3.10.19 R4.3.15

【下境工区】 うち消費税
PPφ50 L= 13.5 ｍ 460,600
仮設管布設工
PPφ50 L= 31.0 ｍ

【杉目工区】
PPφ50 L= 10.3 ｍ
仮設管布設工
PPφ50 L= 32.0 ｍ

ｽﾃﾝﾚｽ製屋外自立型（2面構成）
W1400×H2100×D600 10,725,000 R3.5.13 R3.9.30

ｽﾃﾝﾚｽ製引込計器盤 うち消費税
W500×H1000×D200更新 975,000

配水ポンプインバータ更新工
SJ700-110LFF2 2 台 1,521,300 R3.4.30 R3.10.29
AC200V　11kw うち消費税

138,300

流量計更新工
電磁流量計　φ50 1 台 5,335,000 R3.5.13 R3.9.30
FMR404W-50 うち消費税

485,000

配水管布設工
DIP(GX)φ150 L= 170.0 ｍ 21,314,266 R3.7.13 R3.9.30
DIP(GX)φ100 L= 7.7 ｍ うち消費税

給水管切替工 1,937,661
PPφ30 N= 3 箇所
PPφ20 N= 4 箇所

既設管撤去・閉塞工 N= 1 式

配水管布設工
DIP(GX)φ150 L= 393.1 ｍ 40,764,900 R3.7.13 R3.11.19

配水管布設替工 うち消費税
DIP(GX)φ100 L= 6.4 ｍ 3,705,900

給水管接続工
PPφ20 N= 1 箇所

仮設配管工

配水管布設工
DIP(GX)φ150 L= 741.45 ｍ 53,375,300 R3.7.20 R3.11.19

給水管接続工 うち消費税
PPφ30 N= 1 箇所 4,852,300

消火栓接続替工
DIP(GX)φ75 L= 4.9 ｍ

既設管撤去・閉塞工
撤去：添架管 L= 16 ｍ
閉塞：VPφ150 L= 1,100 ｍ

取水ポンプ更新工
多段渦巻ポンプ 1 台 902,000 R3.4.8 R3.7.5
65MDPE255.5 うち消費税
φ65×0.208㎥×52.0ｍ×5.5kw 82,000

取水補助ポンプ更新工
自吸ポンプ　 1 台 1,265,000 R3.6.9 R3.7.5
80FQ53.7A うち消費税

115,000

横手柳田地区ため池等整備事業に
伴う配水管布設替工事

旭川左岸幹線用水路及び三の堰
用水路改良工事に伴う配水管布設
替工事

増田中央浄水場第二取水場ポンプ
盤・計装テレメータ盤更新工事

平鹿西部浄水場配水ポンプイン
バータ更新工事

平鹿関合送水ポンプ場送水流量計
更新工事

平鹿野田地区配水管布設替工事
（1-1工区）

平鹿樋ノ口地区配水管布設替工事
（2工区）

平鹿樋ノ口地区配水管布設替工事
（1工区）

雄物川大沢浄水場取水場取水補
助ポンプ更新工事

雄物川大沢浄水場取水場取水ポン
プ更新工事

城野岡地区配水管布設替工事
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工　　事　　名 当年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日 備　考当年度施工内容

配水ポンプ更新工
多段自吸ポンプ 1 台 1,201,200 R3.4.8 R3.7.19
80MSQ5511B うち消費税
φ80×0.355㎥×77.7ｍ×11kw 109,200

配水管布設工
耐衝撃性塩化ビニル管 1,533,400 R3.5.20 R3.6.30

φ100 L= 34.0 ｍ うち消費税
139,400

送水ポンプ更新工
高圧濁流ポンプ 1 台 709,500 R3.4.8 R3.5.31
φ32×0.036㎥×73.0ｍ×2.2kw うち消費税

64,500

ろ過機付帯配管改修工事
ろ過機廻り　原水流入ﾗｲﾝ 40,437,100 R3.6.11 R3.12.17

ろ過原水ﾎﾟﾝﾌﾟ及び付帯配管 2台 うち消費税
ろ過機廻り　浄水ﾗｲﾝ 1 式 3,676,100
ろ過機廻り　逆洗ﾗｲﾝ 1 式
ろ過機廻り　表洗ﾗｲﾝ 1 式
電動弁開閉装置

2系接触ろ過機、2系活性炭ろ過機
80A～150A 9 台

電磁流量計　φ40 1 台
記録計 1 台

配水管布設工
SGP-VDφ50 L= 13.3 ｍ 1,644,500 R3.6.15 R3.11.12

仮設管布設工 うち消費税
PP　φ50 L= 78.0 ｍ 149,500

導水管
布設工事に伴う材料 1 式 130,900 R3.6.21 R3.7.14

うち消費税
11,900

導水管
PPφ30 L= 27.0 ｍ 378,987 R3.6.16 R3.8.31

うち消費税
34,453

導水管
PPφ30 L= 153.0 ｍ 444,400 R3.6.16 R3.8.31

移設 L= 207.0 ｍ うち消費税
撤去 L= 263.0 ｍ 40,400

配水管布設工
DIP(GX)φ150 L= 560.0 ｍ 61,917,090 R3.6.29 R3.11.30

水管橋架替工　HPPEφ150 1 箇所 うち消費税
既設管撤去工(φ150） N= 1.0 式 5,628,827
既設管閉塞工(φ150） N= 1 式
給水管切替工(PPφ20） N= 25 箇所

配水管布設工
DIP(GX)φ150 L= 396.6 ｍ 40,403,000 R3.10.5 R3.12.6

既設管閉塞工 うち消費税
DIPφ200 L= 396.0 ｍ 3,673,000

子局装置設置　
3施設ｼｽﾃﾑ50（WEB化） 1 式 10,560,000 R3.5.7 R3.10.29

うち消費税
960,000

作業計画
資料収集整理 250 栓 4,070,000 R3.10.5 R4.3.11
現場下見調査 250 栓 うち消費税
弁栓オフセット調査 250 栓 370,000
弁栓台帳作成 250 栓
打合せ 1 式

不動産鑑定業務
基本鑑定 1 式 267,300 R3.6.8 R3.12.21

うち消費税
24,300

（仮称）雄物川浄水場等建設予定
地不動産鑑定業務委託

雄物川大沢地区配水管布設替工
事

山内三又水源地導水管移設及び
布設工事に伴う材料調達

山内三又水源地導水管移設及び
布設工事（1工区）

雄物川東部浄水場配水ポンプ更新
工事

大森武道第三ポンプ場送水ポンプ
更新工事

大森前田浄水場ろ過機付帯配管改
修工事

前田地区砂防事業に伴う配水管布
設替工事（前田沢1号函渠）

山内三又水源地導水管移設及び
布設工事（2工区）

十文字、増田地区水道監視システ
ム更新工事

横手市弁栓台帳作成業務委託

大雄一ノ関地区配水管布設替工事

大雄阿気地区配水管布設替工事
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工　　事　　名 当年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日 備　考当年度施工内容

測量業務
現地測量 A= 0.005 K㎡ 275,000 R3.6.9 R3.8.31
路線測量 N= 1 式 うち消費税

25,000

地質調査業務
土質ボーリング N= 4 本 10,021,000 R3.7.13 R3.11.10
標準貫入試験 うち消費税
粘性土・ｼﾙﾄ N= 13 回 911,000
砂・砂質土 N= 5 回
礫混じり土砂 N= 65 回
軟岩 N= 24 回

解析等調査 1 式

配水管詳細設計業務 1 式
新設φ150 ( L= 1,874.0 ｍ ) 20,609,600 R3.6.8 R4.3.18
新設φ75 ( L= 2,205.0 ｍ ) うち消費税

推進工法詳細設計（小口径推進） 1,873,600
φ150 ( L= 27.0 ｍ )

水橋管詳細設計
φ150、φ75 ( L= 16.5 ｍ )

測量業務 1 式

設計業務
設計協議 1 式 484,000 R3.4.15 R3.5.31
管路設計 1 式 うち消費税
補償設計書作成 1 式 44,000
協議資料作成 1 式

設計業務
φ100　 ( L= 48.5 ｍ ) 4,840,000 R3.8.12 R3.8.31
設計協議 うち消費税
現地調査 440,000
橋梁添架方式詳細設計
管路設計
協議資料作成

管路データ補正 1 式
システム保守 1 式 6,792,500 R3.4.23 R4.3.25

うち消費税
617,500

設計業務
設計協議 1 式 6,490,000 R3.10.18 R4.3.25
再評価資料作成 1 式 うち消費税
評価書作成 1 式 590,000

合　　　　計 483,770,254

林道大倉沢線大倉沢橋改修に伴う
導水管布設替工事設計業務委託

前田地区砂防事業に伴う配水管布
設替工事実施設計業務委託

（仮称）雄物川浄水場取水予定地
測量業務委託

雄物川桑ノ木地区配水管布設工事
に伴う実施設計業務委託

（仮称）雄物川浄水場等建設予定
地地質調査業務委託

「横手市上水道管路情報システム」
データ補正及び保守業務委託

横手市水道水源開発施設整備事
業再評価書作成業務委託

ロ．備　　品
品　　　名 取 得 金 額 ( 円 ) 取得年月日

高圧洗浄機 1 台 250,800 R3.7.29
WS1513 うち消費税

22,800

送水ポンプ 1 台 2,860,000 R3.8.24
日立GMN形多段ポンプ うち消費税
型式GMN-CH 260,000

排水移送ポンプ 1 台 2,618,000 R3.8.24
横型渦巻きポンプ うち消費税
型式CWT80 238,000
φ80×0.5㎥/min×14.7ｍ×3.7kw
配管材料 1 式

エア作動バタフライ弁 4 台 792,000 R4.2.24
700G-7E-SCSE-250FSD うち消費税

72,000

取水ポンプ 1 台 748,000 R3.8.24
BHS型深井戸水中モーターポンプ うち消費税
φ80×0.625㎥/min×22ｍ×3.7kw 68,000
連成計φ100　JIS　0.6MPa
水中ケーブル　3.5ｍ㎡×50ｍ

水中タービンポンプ 1 台 709,500 R4.2.21
OPNFS-580-3.7-1 うち消費税
φ80×1200ℓ/min×11m×3.7kw 64,500

三相200V　50Hz
ﾎﾟﾝﾌﾟ素材SUS製　水中ｹｰﾌﾞﾙ10m付属

水中タービンポンプ 1 台 754,600 R4.1.11
FE646/4-80-5.5 うち消費税
φ80×900ℓ/min×24m×5.5kw 68,600

三相200V　50Hz
ﾎﾟﾝﾌﾟ素材SUS304　水中ｹｰﾌﾞﾙ40m付属

投込み式水位計 1,352,551 R3.8.24
ELR300　ケーブル長25ｍ 1 台 うち消費税

122,959

投込み式水位計 1,298,449 R3.8.24
ELR300　ケーブル長10ｍ 1 台 うち消費税

118,041

漏水探知機 1 台 792,000 R3.4.30
ﾉｲｽﾞｶｯﾄ漏水探知機　DNR-18 うち消費税

72,000

上水道管路情報システム「F-map」 435,600 R3.9.1
スタンドアローン版 うち消費税
ライセンス購入・改修 N= 1 台 39,600

合　　　計 12,611,500

（３）保存工事の概況 （消費税抜）

工　　事　　名 当年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日 備 考

量水器取替工事 φ 13 ｍｍ 5,006 個 6,769,000 R3.4.1 R4.3.31
φ 20 ｍｍ 1,214 個 2,126,270
φ 25 ｍｍ 91 個 205,890
φ 30 ｍｍ 45 個 364,110
φ 40 ｍｍ 55 個 492,450
φ 50 ｍｍ 46 個 1,392,600
φ 75 ｍｍ 4 個 223,200
φ 100 ｍｍ 2 個 142,400

合　　　計 計 6,463 個 11,715,920

構　　　　　造 備　　　考

当年度施工内容

大沢第二浄水場排水移送ポ
ンプ及び付属配管購入

大沢浄水場送水ポンプ購入

高圧洗浄機購入

「横手市上水道管路情報シ
ステム」ソフトウェアライセンス
購入

大沢第二浄水場エア作動バ
タフライ弁購入

漏水探知機購入

水位計購入（緊急時予備
品）

増田中央浄水場取水ポンプ
購入

水位計購入（緊急時予備
品）

十文字三重浄水場第2取水
ポンプ購入

十文字睦合浄水場取水ポン
プ購入
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ロ．備　　品
品　　　名 取 得 金 額 ( 円 ) 取得年月日

高圧洗浄機 1 台 250,800 R3.7.29
WS1513 うち消費税

22,800

送水ポンプ 1 台 2,860,000 R3.8.24
日立GMN形多段ポンプ うち消費税
型式GMN-CH 260,000

排水移送ポンプ 1 台 2,618,000 R3.8.24
横型渦巻きポンプ うち消費税
型式CWT80 238,000
φ80×0.5㎥/min×14.7ｍ×3.7kw
配管材料 1 式

エア作動バタフライ弁 4 台 792,000 R4.2.24
700G-7E-SCSE-250FSD うち消費税

72,000

取水ポンプ 1 台 748,000 R3.8.24
BHS型深井戸水中モーターポンプ うち消費税
φ80×0.625㎥/min×22ｍ×3.7kw 68,000
連成計φ100　JIS　0.6MPa
水中ケーブル　3.5ｍ㎡×50ｍ

水中タービンポンプ 1 台 709,500 R4.2.21
OPNFS-580-3.7-1 うち消費税
φ80×1200ℓ/min×11m×3.7kw 64,500

三相200V　50Hz
ﾎﾟﾝﾌﾟ素材SUS製　水中ｹｰﾌﾞﾙ10m付属

水中タービンポンプ 1 台 754,600 R4.1.11
FE646/4-80-5.5 うち消費税
φ80×900ℓ/min×24m×5.5kw 68,600

三相200V　50Hz
ﾎﾟﾝﾌﾟ素材SUS304　水中ｹｰﾌﾞﾙ40m付属

投込み式水位計 1,352,551 R3.8.24
ELR300　ケーブル長25ｍ 1 台 うち消費税

122,959

投込み式水位計 1,298,449 R3.8.24
ELR300　ケーブル長10ｍ 1 台 うち消費税

118,041

漏水探知機 1 台 792,000 R3.4.30
ﾉｲｽﾞｶｯﾄ漏水探知機　DNR-18 うち消費税

72,000

上水道管路情報システム「F-map」 435,600 R3.9.1
スタンドアローン版 うち消費税
ライセンス購入・改修 N= 1 台 39,600

合　　　計 12,611,500

（３）保存工事の概況 （消費税抜）

工　　事　　名 当年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日 備 考

量水器取替工事 φ 13 ｍｍ 5,006 個 6,769,000 R3.4.1 R4.3.31
φ 20 ｍｍ 1,214 個 2,126,270
φ 25 ｍｍ 91 個 205,890
φ 30 ｍｍ 45 個 364,110
φ 40 ｍｍ 55 個 492,450
φ 50 ｍｍ 46 個 1,392,600
φ 75 ｍｍ 4 個 223,200
φ 100 ｍｍ 2 個 142,400

合　　　計 計 6,463 個 11,715,920

構　　　　　造 備　　　考

当年度施工内容

大沢第二浄水場排水移送ポ
ンプ及び付属配管購入

大沢浄水場送水ポンプ購入

高圧洗浄機購入

「横手市上水道管路情報シ
ステム」ソフトウェアライセンス
購入

大沢第二浄水場エア作動バ
タフライ弁購入

漏水探知機購入

水位計購入（緊急時予備
品）

増田中央浄水場取水ポンプ
購入

水位計購入（緊急時予備
品）

十文字三重浄水場第2取水
ポンプ購入

十文字睦合浄水場取水ポン
プ購入
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（４）受贈財産の明細（開発行為等による帰属） （消費税抜）

受贈財産名 受贈財産評価額(円) 寄贈者区分

配水管 PP φ 50 L= 56.2 ｍ 1,536,000 法　人 婦気大堤字谷地添 地内

配水管 DIP(GX) φ 100 L= 239.0 ｍ 9,000,000 法　人 横手市八幡字上鶴田　地内
DIP(GX) φ 75 L= 130.4 ｍ

配水管 DIP(GX) φ 100 L= 215.9 ｍ 15,853,000 法　人 横手市八幡字上長田　地内
PP φ 75 L= 73.0 ｍ

配水管 PP φ 50 L= 48.0 ｍ 1,502,700 法　人 横手市赤坂字上後野　地内

配水管 PP φ 50 L= 58.5 ｍ 1,351,200 法　人 十文字町字西下　地内

配水管 PP φ 40 L= 116.6 ｍ 5,498,000 横手市 大森町字大中島　地内
推進鞘管VP φ 150 L= 14.0 ｍ

合　　　計 34,740,900

資産の内容 備　　　考
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３．業　務

（１）業務量

増　減
（R3-R2)

比　率
（R3/R2)

85,253人 86,718人 △ 1,465人 98.31％

85,157人 86,620人 △ 1,463人 98.31％

70,836人 71,825人 △ 989人 98.62％

30,549件 30,543件 6件 100.02％

10,059,574㎥ 9,951,274㎥ 108,300㎥ 101.09％

27,560㎥ 27,264㎥ 296㎥ 101.09％

7,454,347㎥ 7,348,701㎥ 105,646㎥ 101.44％

20,423㎥ 20,133㎥ 290㎥ 101.44％

74.10％ 73.85％ 0.25㌽ －

83.09％ 82.83％ 0.26㌽ －

83.18％ 82.92％ 0.26㌽ －

（２）口径別有収水量

割　合 割　合
増　減
（R3-R2)

比　率
（R3/R2)

4,306,431㎥ 30,133㎥ 100.70％

1,507,620㎥ 48,451㎥ 103.21％

219,991㎥ 3,539㎥ 101.61％

195,083㎥ △ 1,070㎥ 99.45％

335,584㎥ 14,938㎥ 104.45％

540,000㎥ 34,351㎥ 106.36％

180,721㎥ △ 31,554㎥ 82.54％

55,678㎥ 145㎥ 100.26％

809㎥ 5,338㎥ 759.83％

6,784㎥ 1,375㎥ 120.27％

7,348,701㎥ 105,646㎥ 101.44％

（３）使用電力料金

増　減
（R3-R2)

比　率
（R3/R2)

101,367,450円 11,519,896円

4,312,135円 141,198円

比　較

口径・用途

年間配水量

一日平均配水量

年間有収水量

一日平均有収水量

年間有収率

行政区域内普及率

臨　 時　 用

令和２年度

比　較

令和３年度

令和２年度

比　較

年度末行政区域内人口

計画給水区域内人口

年度末給水人口

年度末給水件数

令和 ３ 年度事　　　項 令和 ２ 年度

4,336,564㎥

1,556,071㎥

223,530㎥

194,013㎥

動 力 費

光熱水費

計画給水区域内普及率

令和３年度

112,887,346円

4,453,333円

φ　１３㎜

φ　２０㎜

φ　２５㎜

φ　３０㎜

φ　４０㎜

φ　５０㎜

φ　７５㎜

φ１００㎜

公立プール用

計

8,159㎥

7,454,347㎥

350,522㎥

574,351㎥

149,167㎥

55,823㎥

6,147㎥

年度

項目
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（４）事業収入に関する事項

イ．収益（消費税抜）

増 減(R3-R2) 比 率(R3/R2)

 営　業　収　益 1,651,975,140円 1,621,364,571円 30,610,569円

　 給水収益 1,576,866,177円 1,558,523,157円 18,343,020円

　 受託工事収益 59,000円 156,000円 △ 97,000円

　 その他営業収益 75,049,963円 62,685,414円 12,364,549円

 営 業 外 収 益 242,684,085円 300,930,226円 △ 58,246,141円

 　 受取利息及び配当金 410,781円 519,656円 △ 108,875円

　 他会計補助金 39,209,000円 96,241,000円 △ 57,032,000円

　 長期前受金戻入 198,832,930円 200,075,987円 △ 1,243,057円

　 雑収益 4,231,374円 4,093,583円 137,791円

 特　別　利　益 352円 1,420円 △ 1,068円

その他特別利益 352円 1,420円 △ 1,068円

1,894,659,577円 1,922,296,217円 △ 27,636,640円

ロ．当年度分収入状況（消費税込）

年　度 当年度調定額 当年度収入額 不納欠損額 未　収　額 収入率

令和 ３ 年度 1,815,543,820円 1,667,553,284円 175,065円 147,815,471円

令和 ２ 年度 1,782,474,478円 1,752,279,101円 12,963円 30,182,414円

令和 ３ 年度 1,734,552,348円 1,589,091,001円 175,065円 145,286,282円

令和 ２ 年度 1,714,375,188円 1,685,390,588円 12,963円 28,971,637円

令和 ３ 年度 44,103,187円 43,931,203円 0円 171,984円

令和 ２ 年度 101,090,588円 100,943,350円 0円 147,238円

令和 ３ 年度 596,549,645円 498,630,645円 0円 97,919,000円

令和 ２ 年度 802,654,280円 603,318,257円 0円 199,336,023円

令和 ３ 年度 2,456,196,652円 2,210,115,132円 175,065円 245,906,455円

令和 ２ 年度 2,686,219,346円 2,456,540,708円 12,963円 229,665,675円

ハ．過年度分収入状況（消費税込）

前年度繰越額 調定修正額 当年度収入額 不納欠損額 未　収　額 収入率

計

営 業 収 益

比　　較
令和 ３ 年度 令和 ２ 年度科　　　目

そ の 他 未 収 金

合 計

37,170,983円

199,342,123円

区　　　分

合　　　計

区　　　分

うち給水収益

営 業 外 収 益

そ の 他
資本的収入等

△ 15,939円営 業 未 収 金 30,139,797円 373,233円

0円

6,642,014円

うち給水収益

営 業 外 未 収 金

35,877,806円 △ 15,939円 28,876,620円 373,233円

147,238円 0円

6,612,014円

0円0円 199,342,123円 0円

147,238円 0円

6,642,014円236,660,344円 △ 15,939円 229,629,158円 373,233円

（５）事業費に関する事項

イ.損益計算書ベース　（消費税抜）

比　率
（R3/R2)

100.48％

98.44％

104.08％

189.29％

100.10％

101.49％

44.04％

175.63％

88.33％

88.16％

110.29％

648.03％

648.03％

99.13％

ロ.費用構成ベース　（消費税抜）

金額
有収水量
1㎥あたり

構成比 金額
有収水量
1㎥あたり

構成比
増 減 比 率

203,898,170円 27.35円 12.57％ 200,211,183円 27.24円 12.19％ 3,686,987円 101.84％

749,329,477円 100.52円 46.19％ 734,145,359円 99.90円 44.71％ 15,184,118円 102.07％

179,735,752円 24.11円 11.08％ 203,882,413円 27.74円 12.42％ △ 24,146,661円 88.16％

112,887,346円 15.14円 6.96％ 101,367,450円 13.79円 6.17％ 11,519,896円 111.36％

4,453,333円 0.60円 0.27％ 4,312,135円 0.59円 0.26％ 141,198円 103.27％

5,857,012円 0.79円 0.36％ 5,555,356円 0.76円 0.34％ 301,656円 105.43％

70,627,526円 9.48円 4.35％ 69,814,137円 9.50円 4.25％ 813,389円 101.17％

5,824,016円 0.78円 0.36％ 3,448,020円 0.47円 0.21％ 2,375,996円 168.91％

25,750,415円 3.46円 1.59％ 21,955,125円 2.99円 1.34％ 3,795,290円 117.29％

3,072,535円 0.41円 0.19％ 2,664,562円 0.36円 0.16％ 407,973円 115.31％

198,503,500円 26.63円 12.24％ 212,096,137円 28.86円 12.92％ △ 13,592,637円 93.59％

62,332,894円 8.36円 3.84％ 82,639,488円 11.25円 5.03％ △ 20,306,594円 75.43％

1,622,271,976円 217.63円 100.00％ 1,642,091,365円 223.45円 100.00％ △ 19,819,389円 98.79％

（６）その他主要事項

給水原価（水の供給１㎥あたりの費用） 217円63銭／㎥

経常費用－[受託工事費＋長期前受金戻入](1,622,271,976円)

供給単価（水の供給１㎥あたりの収入） 211円54銭／㎥

増　減
（R3-R2)

令和 ２ 年度

1,642,129,787円

263,336,185円

189,960,231円

比　較

7,758,018円

7,809,784円

△ 4,100,691円

  区  分

△ 16,156,332円

12,254円

令和 ３ 年度 令和 ２ 年度

1,831,494,113円

2,236円

年  度  

特 別 損 失

支払利息及び
企業債取扱諸費

雑　支　出

営 業 外 費 用

175,100円

営 業 費 用

原水及び浄水費

配水及び給水費

934,221,346円

26,781,871円

5,480,857円

222,249,597円

受託工事費

総　係　費

減価償却費

資産減耗費 11,793,400円

給水原価＝

費用合計

費
　
用
　
構
　
成

委 託 料

支 払 利 息

材 料 費

路 面 復 旧 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

通 信 運 搬 費

動 力 費

光 熱 水 費

薬 品 費

職 員 給 与 費

230,607円

13,941,061円

△ 14,988,471円

△ 23,978,370円

そ の 他

99,700円その他営業費用

計

過年度損益修正損

2,236円

205,518,422円

203,882,413円

1,636,009円

1,847,650,445円

科　　　目

供給単価＝

比　較

令和 ３ 年度

1,649,939,571円

259,235,494円

197,718,249円

10,374,717円

222,480,204円

948,162,407円

168,291円

12,254円

75,400円

4,893,860円

有収水量（7,454,347㎥ ）

有収水量（7,454,347㎥ ）

給水収益（1,576,866,177円）

181,540,052円

179,735,752円

1,804,300円

14,490円

14,490円

△ 24,146,661円
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（５）事業費に関する事項

イ.損益計算書ベース　（消費税抜）

比　率
（R3/R2)

100.48％

98.44％

104.08％

189.29％

100.10％

101.49％

44.04％

175.63％

88.33％

88.16％

110.29％

648.03％

648.03％

99.13％

ロ.費用構成ベース　（消費税抜）

金額
有収水量
1㎥あたり

構成比 金額
有収水量
1㎥あたり

構成比
増 減 比 率

203,898,170円 27.35円 12.57％ 200,211,183円 27.24円 12.19％ 3,686,987円 101.84％

749,329,477円 100.52円 46.19％ 734,145,359円 99.90円 44.71％ 15,184,118円 102.07％

179,735,752円 24.11円 11.08％ 203,882,413円 27.74円 12.42％ △ 24,146,661円 88.16％

112,887,346円 15.14円 6.96％ 101,367,450円 13.79円 6.17％ 11,519,896円 111.36％

4,453,333円 0.60円 0.27％ 4,312,135円 0.59円 0.26％ 141,198円 103.27％

5,857,012円 0.79円 0.36％ 5,555,356円 0.76円 0.34％ 301,656円 105.43％

70,627,526円 9.48円 4.35％ 69,814,137円 9.50円 4.25％ 813,389円 101.17％

5,824,016円 0.78円 0.36％ 3,448,020円 0.47円 0.21％ 2,375,996円 168.91％

25,750,415円 3.46円 1.59％ 21,955,125円 2.99円 1.34％ 3,795,290円 117.29％

3,072,535円 0.41円 0.19％ 2,664,562円 0.36円 0.16％ 407,973円 115.31％

198,503,500円 26.63円 12.24％ 212,096,137円 28.86円 12.92％ △ 13,592,637円 93.59％

62,332,894円 8.36円 3.84％ 82,639,488円 11.25円 5.03％ △ 20,306,594円 75.43％

1,622,271,976円 217.63円 100.00％ 1,642,091,365円 223.45円 100.00％ △ 19,819,389円 98.79％

（６）その他主要事項

給水原価（水の供給１㎥あたりの費用） 217円63銭／㎥

経常費用－[受託工事費＋長期前受金戻入](1,622,271,976円)

供給単価（水の供給１㎥あたりの収入） 211円54銭／㎥

増　減
（R3-R2)

令和 ２ 年度

1,642,129,787円

263,336,185円

189,960,231円

比　較

7,758,018円

7,809,784円

△ 4,100,691円

  区  分

△ 16,156,332円

12,254円

令和 ３ 年度 令和 ２ 年度

1,831,494,113円

2,236円

年  度  

特 別 損 失

支払利息及び
企業債取扱諸費

雑　支　出

営 業 外 費 用

175,100円

営 業 費 用

原水及び浄水費

配水及び給水費

934,221,346円

26,781,871円

5,480,857円

222,249,597円

受託工事費

総　係　費

減価償却費

資産減耗費 11,793,400円

給水原価＝

費用合計

費
　
用
　
構
　
成

委 託 料

支 払 利 息

材 料 費

路 面 復 旧 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

通 信 運 搬 費

動 力 費

光 熱 水 費

薬 品 費

職 員 給 与 費

230,607円

13,941,061円

△ 14,988,471円

△ 23,978,370円

そ の 他

99,700円その他営業費用

計

過年度損益修正損

2,236円

205,518,422円

203,882,413円

1,636,009円

1,847,650,445円

科　　　目

供給単価＝

比　較

令和 ３ 年度

1,649,939,571円

259,235,494円

197,718,249円

10,374,717円

222,480,204円

948,162,407円

168,291円

12,254円

75,400円

4,893,860円

有収水量（7,454,347㎥ ）

有収水量（7,454,347㎥ ）

給水収益（1,576,866,177円）

181,540,052円

179,735,752円

1,804,300円

14,490円

14,490円

△ 24,146,661円
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４．会　　計

（１）重要契約の要旨（5,000,000円以上）

契約年月日

変更契約年月日

円 山内地域水道施設管理業務委託 田代水道工業㈱

円 地域水道施設管理業務委託 ㈱能登谷工務所県南営業所

円
上水道積算システム「明積７」賃貸借
〔長期継続契約 R3.5.1～R8.3.31〕

㈱リサーチアンドソリュー
ション秋田営業所

円 大沢浄水場、大沢第二浄水場保守点検業務委託 美和電気工業㈱秋田営業所

円 地域水道施設保守点検業務委託
昱機電㈱向洋電機事業所秋
田営業所

円 水質検査業務委託
㈱理研分析センター秋田営
業所

円
増田中央浄水場第二取水場ポンプ盤・計装テレ
メータ盤更新工事

昱機電㈱向洋電機事業所秋
田営業所

円 平鹿関合送水ポンプ場送水流量計更新工事
昱機電㈱向洋電機事業所秋
田営業所

円 大沢・大沢第二浄水場系施設設備修繕工事 美和電気工業㈱秋田営業所

円 横手・山内地域漏水調査業務委託 ㈱東北漏水

円 横手安田地区配水管布設替工事 ㈱高善

円 大雄一ノ関地区配水管布設替工事 ㈱ますだ機工

円
国道13号歩道改良工事に伴う配水管布設工事（十
文字工区）

㈲藤原建材店

円
雄物川桑ノ木地区配水管布設工事に伴う実施設計
業務委託

㈱三木設計事務所

円 大森前田浄水場ろ過機付帯配管改修工事 秋田東北商事㈱

円 十文字、増田地区水道監視システム更新工事 クシダ工業㈱

円 平鹿野田地区配水管布設替工事(1-1工区) ㈲佐一設備

円
県道横手大森大内線道路改良工事に伴う配水管布
設工事

横手水道工業㈱

円
(仮称)雄物川浄水場等建設予定地地質調査業務委
託

奥山ボーリング㈱

円 平鹿樋ノ口地区配水管布設替工事（2工区） 平鹿設備工業㈱

円
「横手市上水道管路情報システム」データ補正及
び保守業務委託

フジ地中情報㈱北東北支店

契 約 の 相 手 方
契約金額

（消費税込）
契　約　の　内　容
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４．会　　計

（１）重要契約の要旨（5,000,000円以上）

契約年月日

変更契約年月日

円 山内地域水道施設管理業務委託 田代水道工業㈱

円 地域水道施設管理業務委託 ㈱能登谷工務所県南営業所

円
上水道積算システム「明積７」賃貸借
〔長期継続契約 R3.5.1～R8.3.31〕

㈱リサーチアンドソリュー
ション秋田営業所

円 大沢浄水場、大沢第二浄水場保守点検業務委託 美和電気工業㈱秋田営業所

円 地域水道施設保守点検業務委託
昱機電㈱向洋電機事業所秋
田営業所

円 水質検査業務委託
㈱理研分析センター秋田営
業所

円
増田中央浄水場第二取水場ポンプ盤・計装テレ
メータ盤更新工事

昱機電㈱向洋電機事業所秋
田営業所

円 平鹿関合送水ポンプ場送水流量計更新工事
昱機電㈱向洋電機事業所秋
田営業所

円 大沢・大沢第二浄水場系施設設備修繕工事 美和電気工業㈱秋田営業所

円 横手・山内地域漏水調査業務委託 ㈱東北漏水

円 横手安田地区配水管布設替工事 ㈱高善

円 大雄一ノ関地区配水管布設替工事 ㈱ますだ機工

円
国道13号歩道改良工事に伴う配水管布設工事（十
文字工区）

㈲藤原建材店

円
雄物川桑ノ木地区配水管布設工事に伴う実施設計
業務委託

㈱三木設計事務所

円 大森前田浄水場ろ過機付帯配管改修工事 秋田東北商事㈱

円 十文字、増田地区水道監視システム更新工事 クシダ工業㈱

円 平鹿野田地区配水管布設替工事(1-1工区) ㈲佐一設備

円
県道横手大森大内線道路改良工事に伴う配水管布
設工事

横手水道工業㈱

円
(仮称)雄物川浄水場等建設予定地地質調査業務委
託

奥山ボーリング㈱

円 平鹿樋ノ口地区配水管布設替工事（2工区） 平鹿設備工業㈱

円
「横手市上水道管路情報システム」データ補正及
び保守業務委託

フジ地中情報㈱北東北支店

契 約 の 相 手 方
契約金額

（消費税込）
契　約　の　内　容

契約年月日

変更契約年月日

円
横手市水道水源開発施設整備事業再評価書作成業
務委託

㈱日水コン秋田事務所

円 大雄阿気地区配水管布設替工事 田代水道工業㈱

円
旭川左岸幹線用水路及び三の堰用水路改良工事に
伴う配水管布設替工事

貴俵電気設備工業㈱

円 城野岡地区配水管布設替工事 カマダ設備㈱

円
国道13号歩道改良工事に伴う配水管布設工事（平
鹿工区）

㈱東北カッター施設横手営
業所

円
横手柳田地区ため池等整備事業に伴う配水管布設
替工事

荒川施設工業㈱

契約金額
（消費税込）

契　約　の　内　容 契 約 の 相 手 方

円 平鹿樋ノ口地区配水管布設替工事（1工区） 荒川施設工業㈱

円 横手前郷二番町地区配水管布設替工事 山二施設工業㈱横手支店

円 栄東部地区ほ場整備事業に伴う配水管布設替工事 貴俵電気設備工業㈱
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（２）企業債及び一時借入金の概況

  イ．企業債の概況

円 円 円 円

  ロ．一時借入金の概況

　   　借入実績なし

５．そ　の　他

  他会計補助金等の不課税収入の使途について（◇：特定収入、◆：特定収入以外）

ハ.

ニ.

ホ.

ヘ.

当年度末残高

建設改良費等の
財源に充てる
ための企業債

区　分 前年度末残高 当年度借入額 当年度償還額

　補償金 18,874,645円については、建設改良費（課税仕入）（全て税率7.8％適用分）(◇)に
充当した。

イ.

ロ.

　他会計負担金　11,412,183円については、営業費用中の工事請負費等（課税仕入）（全て税
率7.8％適用分）(◇)に充当した。

　その他営業収益の雑収益　1,278,160円については、営業費用中の修繕費及び委託料（課税仕
入）（全て税率7.8％適用分）(◇)に1,262,120円、非課税支出に5,000円（◆）、不課税支出に
11,060円（◆）充当した。

　他会計補助金　39,209,000円については、企業債利息（非課税仕入）に　33,098,000円
(◆)、営業費用中の法定福利費（非課税支出）に5,141,000円(◆)、児童手当（不課税支出）に
970,000円(◆)充当した。

　営業外収益の雑収益　1,609,754円については、営業費用中の光熱水費及び委託料（課税仕
入）（全て税率7.8％適用分）(◇)に充当した。

　国庫補助金 126,155,000円については、建設改良費（課税仕入）（全て税率7.8％適用分）
(◇)に充当した。
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 242,097

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 117,009

貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △ 198,832,930

受取利息及び配当金 △ 410,781

支払利息

未収金の増減額（△は増加） △ 117,311,248

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 604,355

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 4,629,605

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 179,735,752

未払（未収）消費税等の増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー 円

有形固定資産の取得による支出 △ 581,482,512

無形固定資産の取得による支出 △ 22,213,250

国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 357,242,994

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー 円

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 929,121,191

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 477,601,191

資金増加額（又は減少額） △ 98,724,011

資金期首残高

資金期末残高

令和３年度横手市水道事業キャッシュ・フロー計算書
（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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款 項 目 節 金   額　(円)      備　　　　考

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

水 道 料 金

受 託 工 事 収 益

給 水 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

手 数 料

他 会 計 負 担 金

水 道 加 入 金

下 水 道 使 用 料 等 徴 収 事 務 受 託 収 入

雑 収 益

営業外収益

受取利息及び配当金

預 金 利 息

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

寄 附 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 長 期 前 受 金

雑 収 益

賃 貸 料

そ の 他 雑 収 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

収 益 合 計

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

給 料  予算額　35,542,000円

手 当  予算額　18,225,000円

賞 与 引 当 金 繰 入 額  予算額　 2,246,000円

法 定 福 利 費  予算額　 5,236,000円

法定福利費引当金繰入額  予算額　   455,000円

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

工 事 請 負 費

負 担 金

配 水 及 び 給 水 費

給 料  予算額　50,799,000円

手 当  予算額　21,192,000円

賞 与 引 当 金 繰 入 額  予算額　 5,453,000円

法 定 福 利 費  予算額　12,612,000円

収 益 費 用 明 細 書
款 項 目 節 金   額　(円)      備　　　　考

水 道 事 業 費 用 営 業 費 用 配 水 及 び 給 水 費 法定福利費引当金繰入額  予算額　 1,073,000円

被 服 費

備 消 品 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

材 料 費

工 事 請 負 費

受 託 工 事 費

材 料 費

工 事 請 負 費

総 係 費

給 料  予算額　28,495,000円

手 当  予算額　12,676,000円

賞 与 引 当 金 繰 入 額  予算額　 3,512,000円

法 定 福 利 費  予算額　14,648,000円

法定福利費引当金繰入額  予算額　   663,000円

旅 費

退 職 手 当 組 合 負 担 金  予算額　10,797,000円

報 償 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

交 際 費  予算額　　 100,000円

会 費 負 担 金

保 険 料

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 損 失

減 価 償 却 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

資 産 減 耗 費

固 定 資 産 除 却 費

そ の 他 営 業 費 用

雑 支 出

営業外費用

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

過 年 度 損 益 修 正 損

費 用 合 計
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款 項 目 節 金   額　(円)      備　　　　考

水 道 事 業 費 用 営 業 費 用 配 水 及 び 給 水 費 法定福利費引当金繰入額  予算額　 1,073,000円

被 服 費

備 消 品 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

材 料 費

工 事 請 負 費

受 託 工 事 費

材 料 費

工 事 請 負 費

総 係 費

給 料  予算額　28,495,000円

手 当  予算額　12,676,000円

賞 与 引 当 金 繰 入 額  予算額　 3,512,000円

法 定 福 利 費  予算額　14,648,000円

法定福利費引当金繰入額  予算額　   663,000円

旅 費

退 職 手 当 組 合 負 担 金  予算額　10,797,000円

報 償 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

交 際 費  予算額　　 100,000円

会 費 負 担 金

保 険 料

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 損 失

減 価 償 却 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

資 産 減 耗 費

固 定 資 産 除 却 費

そ の 他 営 業 費 用

雑 支 出

営業外費用

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

過 年 度 損 益 修 正 損

費 用 合 計
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固　　定　　資　　産　　
（１）有形固定資産明細書

年 度 当 初 当 年 度 当 年 度 年 度 末 減　 価   

現 在 高 増 加 額 減 少 額 現 在 高 当年度増加額

施 設 用 地

事 務 所 用 地

そ の 他 土 地

事 務 所 用 建 物

施 設 用 建 物

そ の 他 建 物

原 水 及 び 浄 水 設 備

配 水 及 び 給 水 設 備

そ の 他 構 築 物

電 気 設 備

内 燃 設 備

ポ ン プ 設 備

塩 素 滅 菌 設 備

量 水 器

そ の 他 機 械 装 置

（２）無形固定資産明細書

年 度 当 初 当 年 度 当 年 度 当 年 度 年 度 末

現 在 高 増 加 額 減 少 額 減 価償 却高 現 在 高

ダ ム 使 用 権

立 木

建 物

計

資産の種類

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

計

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

資産の種類

土 地

建 設 仮 勘 定

水 利 権

施 設 利 用 権

固　　定　　資　　産　　 　　明　　細　　書
（単位：円）

　償 　却 　累 　計 　額 年度末償却

当年度減少額 累 計 未 済 高

資産減少額のうち10,985,468円は除却費

資産減少額のうち206,048円は除却費

資産減少額のうち574,278円は除却費

資産減少額のうち27,606円は除却費

資産減少額20,594,000円は本勘定への振替分

（単位：円）

備   　　考

備         考
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固　　定　　資　　産　　
（１）有形固定資産明細書

年 度 当 初 当 年 度 当 年 度 年 度 末 減　 価   

現 在 高 増 加 額 減 少 額 現 在 高 当年度増加額

施 設 用 地

事 務 所 用 地

そ の 他 土 地

事 務 所 用 建 物

施 設 用 建 物

そ の 他 建 物

原 水 及 び 浄 水 設 備

配 水 及 び 給 水 設 備

そ の 他 構 築 物

電 気 設 備

内 燃 設 備

ポ ン プ 設 備

塩 素 滅 菌 設 備

量 水 器

そ の 他 機 械 装 置

（２）無形固定資産明細書

年 度 当 初 当 年 度 当 年 度 当 年 度 年 度 末

現 在 高 増 加 額 減 少 額 減 価償 却高 現 在 高

ダ ム 使 用 権

立 木

建 物

計

資産の種類

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

計

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

資産の種類

土 地

建 設 仮 勘 定

水 利 権

施 設 利 用 権

固　　定　　資　　産　　 　　明　　細　　書
（単位：円）

　償 　却 　累 　計 　額 年度末償却

当年度減少額 累 計 未 済 高

資産減少額のうち10,985,468円は除却費

資産減少額のうち206,048円は除却費

資産減少額のうち574,278円は除却費

資産減少額のうち27,606円は除却費

資産減少額20,594,000円は本勘定への振替分

（単位：円）

備   　　考

備         考
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償   還   額

当 年 度 償 還 額

償 還 額 累    計

円 円 円 円

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

未償還残高 利 率
償 還
終 期

企 業 債 明 細 書

種     類 発行年月日 発 行 総 額
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償   還   額

当 年 度 償 還 額

償 還 額 累    計

円 円 円 円

未償還残高 利 率
償 還
終 期

企 業 債 明 細 書

種     類 発行年月日 発 行 総 額

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金）

政府資金（年金資金）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）
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償   還   額

当 年 度 償 還 額

償 還 額 累    計

円 円 円 円

未償還残高 利 率
償 還
終 期

企 業 債 明 細 書

種     類 発行年月日 発 行 総 額

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構
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償   還   額

当 年 度 償 還 額

償 還 額 累    計

円 円 円 円

未償還残高 利 率
償 還
終 期

企 業 債 明 細 書

種     類 発行年月日 発 行 総 額

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

北都銀行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構
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償   還   額

当 年 度 償 還 額

償 還 額 累    計

円 円 円 円

未償還残高 利 率
償 還
終 期

企 業 債 明 細 書

種     類 発行年月日 発 行 総 額

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

政府資金（年金資金以外）

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構
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償   還   額

当 年 度 償 還 額

償 還 額 累    計

円 円 円 円

未償還残高 利 率
償 還
終 期

企 業 債 明 細 書

種     類 発行年月日 発 行 総 額

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

合  計
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注注記記表表

ⅠⅠ..重重要要なな会会計計方方針針にに係係るる事事項項にに関関すするる注注記記

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法
・貯蔵品　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
　　　　　　　　　切下げの方法により算定）

　２　固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法　定額法（ただし、量水器については取替法）による。
・主な耐用年数

建物 １０年～６５年
構築物 １０年～６０年
機械及び装置 　８年～４０年
車両運搬具 　４年～　５年
工具、器具及び備品 　３年～１５年

　（２）無形固定資産（リース資産を除く）
・減価償却の方法　定額法（ソフトウェアについては、利用可能期間に基づく定額法）
・主な耐用年数

ダム使用権 ５５年
水利権 １０年
施設利用権 ２０年
ソフトウェア 　５年

　３　引当金の計上方法
　（１）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　（２）賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、
当年度の負担に属する額を計上している。

　（３）法定福利費引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支
出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　（４）退職給付引当金
　職員の退職手当は、「退職手当負担に関する確認書」に基づき、水道事業が毎年度支出す
る普通負担金を除き一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金
は計上していない。

　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項
　　・消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等に
ついては、当事業年度の費用として処理している。

ⅡⅡ..キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書等等にに関関すするる注注記記

　  重要な非資金取引の内容（翌年度以降のキャッシュ・フローに重要な影響を与えるもの）
　当年度に新たに計上した受贈財産に係る資産（固定資産）及び負債（繰延収益）の額は、
それぞれ34,740,900円である。

ⅢⅢ..貸貸借借対対照照表表等等にに関関すするる注注記記

　  企業債の償還に係る他会計の負担
　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会
計が負担すると見込まれる額は1,801,897,463円である。

ⅣⅣ..セセググメメンントト情情報報にに関関すするる注注記記

　  報告セグメントが水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。

ⅤⅤ..リリーースス契契約約にによよりり使使用用すするる固固定定資資産産にに関関すするる注注記記

　１　リース会計に係る特例措置
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　１年内  円
　１年超  円
　　計  円

　３　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額
　当年度該当事項なし

ⅥⅥ..そそのの他他のの注注記記

  １  賞与引当金の目的使用による取り崩しについて
　当年度において、期末手当及び勤勉手当として32,010,643円を支給するため賞与引当金
11,450,574円を取り崩した。

  ２  法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて
　当年度において、法定福利費として27,492,299円を支払いするため法定福利費引当金
2,304,209円を取り崩した。

  ３  貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて
　当年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため貸倒引当金339,651円を取り
崩した。

  ４  特定収入割合が５％超であった場合の固定資産の会計処理について
　特定収入に対応する課税仕入れが固定資産の取得である場合の特定収入の仕入控除税額
の調整に係る会計処理は、当該調整額を特定収入である長期前受金と相殺(圧縮記帳)する
方法(取得した固定資産を消費税及び地方消費税抜額で計上)によっている。
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ⅣⅣ..セセググメメンントト情情報報にに関関すするる注注記記

　  報告セグメントが水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。

ⅤⅤ..リリーースス契契約約にによよりり使使用用すするる固固定定資資産産にに関関すするる注注記記

　１　リース会計に係る特例措置
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　１年内  円
　１年超  円
　　計  円

　３　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額
　当年度該当事項なし

ⅥⅥ..そそのの他他のの注注記記

  １  賞与引当金の目的使用による取り崩しについて
　当年度において、期末手当及び勤勉手当として32,010,643円を支給するため賞与引当金
11,450,574円を取り崩した。

  ２  法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて
　当年度において、法定福利費として27,492,299円を支払いするため法定福利費引当金
2,304,209円を取り崩した。

  ３  貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて
　当年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため貸倒引当金339,651円を取り
崩した。

  ４  特定収入割合が５％超であった場合の固定資産の会計処理について
　特定収入に対応する課税仕入れが固定資産の取得である場合の特定収入の仕入控除税額
の調整に係る会計処理は、当該調整額を特定収入である長期前受金と相殺(圧縮記帳)する
方法(取得した固定資産を消費税及び地方消費税抜額で計上)によっている。
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